
1 

 

武情審答申第 36号  

令和４年１月 31日  

 

武蔵野市長  松  下  玲  子  殿  

 

武蔵野市情報公開・個人情報保護審査会  

会長  室  井  敬  司  

 

答   申  

１  審査会の結論  

  審査請求人が＊＊＊の法定代理人父として、令和３年２月 10日付けで

行った、「＊＊＊に関する子ども家庭支援センターのケース記録 」（以下

「本件開 示請求 文 書」とい う。）の自 己情報の 開示請 求 に対して 、武蔵

野市長（ 以下「 実 施機関」 という 。） がした 一 部開示 決 定（以下 「本件

決定」という。）は妥当である。  

 

２  本件の概要  

⑴  審査請求人が、武蔵野市個人情報保護条例（平成 13年３月 23日条例

第６号。以下「条例」という。）第 16条に基づき、令和３年２月 10日、

実 施 機 関 に 対 し 本 件 開 示 請 求 文 書 に 係 る 自 己 情 報 の 開 示 を 請 求 し た

ところ、実施機関が、同月 24日、条例第 17条第２号及び第６条に該当

するとして本件決定を下したので、審査請求人は、令和３年３月 24日、

本件決定の取消しを求めて審査請求を行った。  

⑵  審査請求人が本件決定の取消しを求める理由は、概ね次のとおりで

ある。  

ア  条例第 17条第２号の「開示請求者以外の個人に関する情報であ っ

て、開示することにより開示請求者以外の 個人の権利利益を害する

おそ れ のあ る もの 」を 理 由と し て非 開示 と され た 箇所 につ い ては 、

その 除 外条 項 であ る同 号 ただ し 書イ に規 定 する 「 人の 生命 、 健康 、

生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認めら

れる情報」に相当する。  

イ  条例第 17条第６号の「事務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れのあるもの」を理由として非開示とされた箇所について、今回の

開示請求の目的が長女の養育態様の把握、妻による当方の親権・監

護権の侵害の立証であることから鑑みるに、武蔵野市にそのおそれ

がないことは明白である。  
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 ⑶  実施機関は、本件決定の理由として、概ね次のとおり説明している。 

  ア  条例第 17条第２号に該当する箇所について、個人情報及び他の情

報と照合することにより、特定の個人を識別することができる情報

であり、開示することにより、開示請求者以外の個人の権利利益を

害するおそれがあるものとして非開示とし ている。  

  イ  条例第 17条第６号に該当する箇所について、開示することにより

事 務 又 は 事 業 の 適 正 な 遂 行 に 支 障 を 及 ぼ す お そ れ が あ る も の と し

て非開示にしている。  

 

３  審査会の判断  

 ⑴  本件非開示部分  

本件 で 条例 第 17条 第２ 号 によ り 非開 示と さ れた 部 分は、「＊ ＊ ＊に

関する子ども家庭支援センターのケース記録」のうち、①「配偶者か

らの聴取内容」の一部であり、条例第 17条第６号により非開示とされ

た部分は、②「関係機関内での協議内容」の一部である。  

⑵  条例第 17条第２号該当性  

①「配偶者からの聴取内容」の非開示部分は、＊＊＊に関する子ど

も 家 庭 支 援 セ ン タ ー の ケ ー ス 記 録 の う ち の 相 談 記 録 等 の 一 部 で あ る

から、開示請求者以外の個人に関する情報であって、当該情報に含ま

れ る 記 述 等 に よ り 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が で

きるもの（他の情報と照合するこ とにより、開示請求者以外の特定の

個人 を 識別 す るこ とが で きる こ とと なる も のを 含 む。） 若し く は開 示

請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示すること

により、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがある

ものに該当するということができる。  

また 、 当該 情 報を 精査 す ると 、 当該 情報 に は、「 ＊ ＊＊ の生 命 、健

康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認め

られる情報」に該当するものは含まれていないと認められる。  

よって、①「配偶者からの聴取内容」の非開示部分 は非開示が妥当

である。  

⑶  条例第 17条第６号該当性  

②「関係機関内での協議内容」の非開示部分に係る相談支援事務は 、

母子 保 健法 （ 昭 和 40年法 律 第 141号 ） 第５ 条 に基 づ い て 地方 公 共団 体

が行う母子保健事業の一環として行われる事務であって 、同法の目的

である母性及び乳幼児の健康の保持及び増進を図るために 、妊産婦や

乳 幼 児 の 保 護 者 か ら の 相 談 を 受 け て 必 要 な 支 援 や 指 導 を 行 う も の で
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ある。これを実現するためには、保健師等の専門職である相談担当職

員が、妊産婦、乳幼児の父母ら保護者や医療機関その他の関係者から

聞き取りを行うとともに、妊産婦並びに乳幼児及びその 父母ら保護者

の状況を観察して、問題点を把握し、適正な評価・判断を行うことが

必要である。  

条例第 17条第６号の「当該事務又は事業」には、同種の事務又は事

業が 反 復さ れ る場 合の 将 来の 事 務又 は事 業 も含 ま れる （「武 蔵 野市 個

人情報保護条例の解釈・運用の手引  平成 30年８月」 89頁【第６号関

係  事務又は事業に関する情報  ２】）ところ、相談担当職員の評 価・

判断の内容が乳幼児（本件の場合の本人）の法定代理人（本件の場合

の父又は母）に開示されることになれば、これらの評価・判断が乳幼

児 の 法 定 代 理 人 の 認 識 や 意 向 と 必 ず し も 一 致 す る と は 限 ら な い こ と

から、相談担当職員と妊産婦、乳幼児の父母ら保護者及びその他関係

者との間の信頼関係が損なわれるおそれがある。また 、乳幼児の法定

代 理 人 か ら 無 用 な 誤 解 を 招 く こ と を 恐 れ て 相 談 担 当 職 員 が 適 正 な 評

価・判断を率直に記載することを差し控えるおそれがある。そうする

と、妊産婦及び乳幼児に対する適切な支援の実現が困難になるおそれ

がある。さらに、相談者への対処方法等が開示されると、将来的にも、

同 種 の 相 談 を し よ う と す る 市 民 の 信 頼 を 失 う な ど し て 当 該 事 務 の 適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。  

したがって、②「関係機関内での協議内容」の非開示部分が開示さ

れることにより、今後の相談支援事務の適正な遂行に支障を生じるこ

とについて、法的保護に値する蓋然性が認められるといえる。  

以上より、②「関係機関内での協議内容」の非開示部分 は、条例第

17条第６号に該当する情報であるといえる。  

⑷  結論  

よって、「１  審査会の結論」のように判断する。  

 

４  審査の経過  

年月日  審議経過  

令和３年４月 19日  諮問  

令和３年５月 14日  実施機関より理由説明書収受  

令和３年５月 25日  審議（第 16期第６回審査会）  

令和３年６月 25日  審査請求人より意見書収受  

令和３年７月６日  審議（第 16期第７回審査会）  
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令和３年８月 11日  実施機関より補充説明書収受  

令和３年８月 19日  審議（第 16期第８回審査会）  

令和３年 10月６日  
審査請求人より口頭意見陳述聴取  

審議（第 16期第９回審査会）  

令和３年 11月９日  審議（第 17期第１回審査会）  

令和３年 12月 22日  審議（第 17期第２回審査会）  

令和４年１月 31日  審議（第 17期第３回審査会）  

 


